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研究成果の概要（和文）：本研究では1990年代後半から導入が図られてきたNPM改革の導入・適用に着目するの
ではなく、NPM改革の市民生活への影響に着目し、国際比較分析を行なった。その結果、(1)改革先進国ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ
及びﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞでは伝統的な行政管理(OPA)がNPMやポストNPMより支配的であること、(2)改革に慎重とされる日
本では、OPA,NPM及びポストNPMのいずれの強度も大きくないこと、(3)改革後進国ﾉﾙｳｪｰは改革先進国の調査結果
と似ており、改革の進捗度や取組は住民意識は連動しないこと、(4)米国（ｵﾊｲｵ州）は、ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞに近く自治体
行政への住民意識は悪くないことがわかった。

研究成果の概要（英文）：Consequently we implemented an international comparative study on local 
government management practices by surveying the perspectives of local citizens for the UK, US, 
Norway,New Zealand, Korea and Japan. The findings are as follows.
(1)Current management practices in all nations are a mix of OPA, NPM and Post-NPM. This means that 
NPM is still alive and Post-NPM could not be regarded as a transformation from NPM. (2)In every 
nation, OPA still dominated NPM and Post-NPM. (4) In Asian countries, there is no dominant 
management principle. The strengths of three principles are much lower than other nations.

研究分野：行政学、組織論
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１．研究開始当初の背景 
行政改革の新しい理念として NPM が 1980
年代末から国際的な潮流となり、我が国にも
1990年代末から適用の動きが活発化した。民
間の経営手法と市場原理の導入が主要な原
理であり、成果重視、顧客志向、競争環境及
び分権化を図ることを旨とした。我が国では
政策評価・行政評価の導入、指定管理者制度
の創設、企業会計に準じた公会計制度の整備、
独立行政法人化などが国及び地方で推進さ
れた。しかし、2000年代以降、政府による問
題解決から地域社会やネットワークを通じ
たサービス供給や問題解決を目指す New 
Public Governance(NPG)へ、また、欧州の大陸
諸国では民間的経営手法を補助的な用具と
して中立的公務員の専門的技能を重視した
現代的な国家運営を目指す Neo-Weberian 
State(NWS)に移行していると分析する研究者
(Lynn, 2008) もいる。なかには、NPMは「死
んだ」と指摘する行政学者(Dunleavy, 2006)も
いる。 
ところが、NPMの評価については、国際的
には OECD による適用状況や効果の事例分
析や Pollitt and Bouckaert(2004,2011)による世
界銀行のガバナンス指標による時系列比較
等があるものの、前後比較にとどまっていて、
NPM による効果を特定化するに至っていな
い。また、効果のうち財政の効率化に着目し
た国単位の分析は Andrews(2010)らが実施し
ているが、NPMの効果を否定している。さら
に、自治体レベルでは、ベルン市を例に Ritz 
and Sager(2010)が成果志向の経営が議会や行
政に与える影響を分析し、議会統制に低下さ
せていないとしている。我が国では、NPMの
手法の導入・適用に関する研究は、村松・稲
継(2003)を初め多いが、効果については主と
して効率化に限定され、行政評価が財政の効
率化に寄与したかをクロスセクション分析
して歳出抑制効果があるとした金坂ら(2011)
らに限定される。 
 
 
２．研究の目的 
こうした効果の検証が不完全かつ結果が異
なることから、我が国での NPM 改革のイン
パクトを総合的に分析する意義が極めて高
いと考える。そこで NPM 改革の導入・適用
に着目するのではなく、そのインパクトを行
財政運営のみならず、市民生活への影響をア
ンケート調査、インタビュー及び先進国にお
ける国際比較研究を組み合わせて総合的な
分析を行ない、ポスト NPM の様相を明らか
にする。 
 
 
３．研究の方法 
(1)文献レビューにより、各国の行政改革の
状況を考察し、行政運営において各国でどの
ような変化があったのかを明らかにした。 
(2)各国での行政運営に関する市民調査を実

施する前に、それぞれの国の研究者を招聘し、
最新の情報を共有するとともに、分析の際に
各国間で比較が可能、かつ、現地の実状を反
映した調査票を作成するため議論を行った。 
(3)インターネット調査会社を利用し、日本、
韓国、ニュージーランド、イングランド、ノ
ルウェー、米国（オハイオ州）において、住
民の自治体行政運営に関する意識調査を実
施した。 
(4)各国のアンケート結果及び関連するデー
タを用いて、統計的な分析を行なった。 
(5)調査結果の分析を確認し、その因果関係
的な構造を明らかにするため、日本において
は自治体への訪問調査を行ったほか、外国に
ついて海外の研究協力者と日本及び外国で
議論を行った。 
 
４．研究成果 
4 年間の研究期間を通じて主に以下の成果を
得た。 
(1)近年の NPM、NPG、ポスト NPMについて
文献サーベイ等から学術的な整理を行った
（雑誌論文 1,8,13,19,20） 
(2)アンケート調査分析から、我が国の行政
運営の方向性と、住民の意識について明らか
にした（雑誌論文 2,4,5,6,15） 
(3)学校統廃合の規定要因について明らかに
した（雑誌論文 7,16,17） 
(4)アンケート調査から各国の状況について
分析を行ない最終報告書 6,7,8 章に取りまと
めた。その結果、①NPM及びポスト NPMで
も改革先進国とされる英国及びニュージー
ランドにおいても伝統的な行政管理（OPA）
がNPMやポストNPMより支配的であること、
②改革に慎重で選択的適用とされる日本で
は、OPA,NPM及びポスト NPMのいずれの強
度も大きくないこと、③改革後進国とされる
ノルウェーはむしろ改革先進国の住民意識
調査結果と似ており、必ずしも改革の進捗度
や取組と住民意識は連動しないこと、④米国
の現状を代表するとされるオハイオ州の状
況は、全体的に英国（イングランド）に近く
「荒廃した米国」と呼称されるものの自治体
行政への住民意識調査の結果は悪くない。 
(5)住民の居住継続意識と自治体のNPMの効
果との関係について明らかにした（雑誌論文
23） 
(6)三位一体改革後の自治体病院の現状分析
と、今後の地域医療の観点から自治体病院の
あり方について提言を行った。（雑誌論文
9,22） 
(7)ポスト NPM 化の政策過程について考察を
行い、現状の課題を提示した。（雑誌論文
10,21） 
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